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新ケインズ派分配理論の一展開
小原久治
はじめに
小論の目的は，カルドアの分配理論を直接の契機として展開されたケインズ
派分配理論の lつの理論，すなわち，新ケインズ派理論を展開し，とりわけ2
つの租税の税率とし、う政策変数の変更が所得分配率にいかなる影響ないし効果
を及ぼすかについて検討することである。
Il 基本的仮定
小論の問題意識をモデル分析で具現するため，このモデ、ルに基本的仮定を設
ける。
①新ケインズ派分配理論の枠組みの中で，所得税の l種とみなす賃金税の
税率，法人税の l種とみなす利潤税の税率を導入する。小論で扱う利潤分配率
及び賃金分配率に対するそれらの税率の作用を検討することは，税率をフイス
カル・ポリシー的な分配政策手段として操作することであると考える。
利潤税と賃金税によるフイスカル・ポリシーの遂行では，タイミング問題と
行政活動問題は相互に分離しがたし、重要な問題であるが これらの問題は不聞
にしている。タイミングには，経済過程に干渉を決定する時点とそれらの租税
によるフイスカル・ポリシ一手段の遂行が効果をもたらせ，事前的な経済的作
用が発現する時点をどうするかという 2つの問題が含まれる。これらの時点
は，その手段の選択と遂行によって，従ってその手段の経済的内容に係わる行
政活動に必要な長さによって区別されるが，これらのことは問題視しないもの
とする。
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②利潤税は転嫁しないものとする。
③利潤税も賃金税も比例税とする。
④ 国民所得は資本家が取得する利潤所得と労働者が取得する賃金所得に分
配される。
⑤ 資本家は利潤税の税引後の留保利潤から貯蓄するのに対して，労働者は
可処分賃金所得に賃金税の税引後の配当を加えた所得などから貯蓄するものと
する。
⑥総貯蓄は資本家，労働者及び政府の貯蓄から構成される。政府の貯蓄は
財政収入となる利潤税と賃金税を財源として行われる。
⑦ 財政収支は均衡する。
E モデル
仮定④によって国民所得は
Y=G+W 
で定義する。
総貯蓄Sは仮定⑥によって
(1) 
S =SG+Sw+ST (2) 
で定義する。
資本家の貯蓄SGは，利潤税の税率をtG，留保利潤率をSR，留保利潤をsRGとす
れば，仮⑤に従って，貯蓄関数
SG= ( 1 -tG) sRG , 1 >sR> 0 , 1 >tG>tw> 0 (3) 
で表される。 Gは利潤所得である。
労働者は，カルドア（N.Kaldor），パシネッティ CL.L. Pasinetti），ライ
アック（P.Riach），クレー ゲノレ (J.A. Kregel)，グプタ（K.L. Gupta) , 
ミュックル cw.J. Muck！），ウッドフィールド（A.Woodfield）とマクド、ナル
ドCJ.McDonald），ハーコート（G.L. Harcourt），ベテナティ（P.Pettenati) 
低）
のそれぞれの仮定によれば，株式の購入で配当を取得することができるから，
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所得税の l種とみなした賃金税の税率をtw，賃金所得をW，労働者の消費性向
をCw，労働者の貯蓄性向をSwとすれば，労働者の貯蓄Swは貯蓄関数
Sw=Sw {( 1 -tw) w+ ( 1 -tG) ( 1 -sR) G} -cw ( 1 -tG) sRG 
1 >sG>sw> 0 
で表すことができる。 cw=1 -swであるから，この式を書き換えれば，
Sw=Sw {( 1 -tw) w+ ( 1 -tG) ( 1 -sR) G} 
- ( 1 -sw) ( 1 -tG) sRG は）
となる。この式の右辺の中括弧内の第 1項（ 1 -tw) Wは賃金税を税引した可
処分賃金所得を示し，その第2項は利潤税を税引した可処分利潤所得（1 -tG) 
Gからその税引後の資本家の留保利潤sRGを差しヲ｜し、たものを示している。こ
れらの所得からSwの割合で、貯蓄する。これが労働者の貯蓄Swを形成するのでは
なくて，労働者の貯蓄は労働者が取得した配当所得，逆にみれば留保利潤の一
部を消費に充てたCw( 1 -tG) sRGをSw{ ｝から差しヲ｜いたもので表わすこと
ができると仮定する。
政府の貯蓄STは，財政収入つまり利潤税tGGと賃金税twWから成り立つ租税
をT，政府の貯蓄性向をSTとすれば，貯蓄関数
ST=sT T , 1 >sT> 0 
で表せる。
財政収支の均衡は，財政支出をAsとすれば，
T=A5 
で表せる。
(5) 
(6) 
この場合の財政支出は，財政支出係数を gとすれば，バルトマン（H.
Bartmann）の仮定によって，
N= gY , 1>g>0 (7) 
で示すことができる。
さらに，カルドアに従って，「独占度率J(the degree of monopoly rate）す
なわち「競争の不完全性や共謀などに基づく収益に関するある特定の最小利潤
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率」をm，完全雇用国民所得をyr，最小利潤率のときの国民所得をymとすれ
ば，利潤分配率与は
ym~yrの九平＝m (8) 
になるものとする。
ym>yrのとき， Y=Y1 (9) 
になるものとする。総産出量は資源の有効利用が可能か否かによって制限され
ることを仮定するからで、ぁ ~7:
均衡条件は，
I=S (10) 
である。
このモデ、ルは， 9個の変数（Y, G , W, S , SG, Sw, ST, T , N）を決定
する完結したそデ、ル（1）～（7),(8）または（9),QO）である。 SR,tG, tw, Sw, g' mは
すべてパラメーターである。
G さしあたり利潤分配率一ーはその最小利潤率mで決まると仮定すれば， ω，y 
(2）～（8), (1）から
1 ym-
- sTg+sw ( 1 -tw) -sw (tGー tw)m I 
(1) 
が得られる。この式はケインズやカレツキーの所得乗数の変種である。この式
は， ym=yrのときかymくyrのときにのみ成り立つことである。 ymがかなり大
G きいときには， Yが所与まで利潤分配率ーが従属変数であること，すなわち，y 
カルドアの仮定が成り立つことになる。そこで， ωは（8),(9）を用いて
G sTg+sw ( 1 -tw) -r 
γ＝「 ωyr Sw (tG-tw）’ I 
に書き換えることができる。完全雇用国民所得のときの利潤分配率与は，その
ときの投資比率r, ST, g , Sw, tG, twで決定されることがわかる。
このωは新ケインズ派分配瑳論，特に「新jカルドア分配理論における利潤
分配率の決定式と言うべきものを表していると考える。カルドア分配理論に制
、 ?
?
約条件があるように， Q2）は次の2つの制約条件の下で成立する。
G lつは，完全雇用国民所得のときの利潤分配率yrが「独占度率Jないしは最
小利潤率mよりも小さい場合を除外することである。すなわち，
y孟sTg+sw( 1 -tw) +sw (tGー tw)m 
が制約条件となる。
もう lつは，その利潤分配率がOか負の場合を除外することである。すなわ
Q3) 
ち，
γくSTg+Sw( 1 -tw) +sw (tG-tw) fi 
とし、う制約条件である O
w 
完全雇用国民所得のときの賃金分配率ーは，（12)'(1)' (8）からye 
w r一｛sTg+sw(1 -tG)} 
ye Sw (tG-tw) 
ω 
(15) 
で示される。この賃金分配率は， 7, ST , g , Sw,tG , t wで決定される。この制
約条件はωとωである。
N 政策変数の変更
政策変数としてtGとtwを取り上げる。これらの政策変数を変更したとき，完
G 全雇用国民所得のときの利潤分配率ーがどのように変化するかを検討する。ye 
この税率の変更を通じて利潤分配率と賃金分配率を修正するという目的設定
は，ここで、は分配政策のためだけとする。
1.利潤税の税率変更
Q2）をtGで偏微分すれば，
a （手） ???
H=sTg+sw ( 1 -tw) Q6) a tG Sw (tG-tw)2 
となる。 1 >tG>tw> 0, 1 >sw> 0, 1 > g > 0, 1 >sT> 0であるから，
? ? ?? ?
r G ¥ a1τ－： I I VI J 
① r>Hのとき，寸了＞ Oとなる。すなわち，利潤税の税率tcの上昇
につれて，完全雇用国民所得のときの利潤分配率与は上昇する。
a r G I 
② 7くHのとき，ム」くOとなる。すなわち，tcの朗こつれ手
0 tG 
は低下する。
ωをtGで偏微分すれば，
a （事） ???
Gカ0 tG - Sw (tGー tw)
となる。
a r w I 
¥yr) 
① γ＞Hのとき， 、 '<Oとなる。すなわち， tGの上昇につれて，完全。tc
雇用国民所得のときの賃金分配率事は低下する。
a r w I 
¥yr) 
② TくEのとき， 、 '>Oとなる。すなわち，tcの上昇につれて， y了
0 tG
は上昇する。
2.賃金税の税率変更
ωをtwで偏微分すれば，
a （争） M-r 
M=sTg+sw ( 1 -tc) (18) a tw Sw (tG一tw)2
となる。
? 〈
?
? ?
a r GI 
'yr J 
① γ＞Mのとき，ー」ーームくOとなる。すなわち，賃金税の税率twの上昇a tw
につれて，手は低下する。
a r GI 
② γくMのとき，一」｝＿＞ 0となる。すなわち， M 上昇につれて手はa tw
? ????
??
?
??
?
、
?
?
?
r-M 
Q9) a tw -Sw (tGー tw)
となる。
a r w I 
¥yr) 
① r>Mのとき， 、 '>Oとなる。すなわち，twの上昇につれて， y了。tw
は上昇する。
a r GI 
¥yr J 
② 7くMのとき，ー」ー＿＿..：＿くOとなる。すなわち，twの上昇につれて， yea tw
は低下する。
V むすび
新ケインズ派分配理論のモデ、ルの枠組みが成立する 2つの制約条件の下で考
えてみても，政策変数の変更が完全雇用国民所得のときの利潤分配率と賃金分
配率に及ぼす影響ないし効果は次のようにまとめることができる。上昇は＋，
低下はーの記号で示した。（〉内は〈 〉内の記号に対応する。
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政策変数の変更 条 件 利潤分配率 賃金分配率
I ＋ 
tGの上昇
ye >sTg+sw ( 1 -tw) 
（－〉 （＋〉
（低下〉 I ＋ Y「くsTg+sw( 1 -tw) 
〈＋〉 （一〉
I ＋ 
twの上昇
y:c>sTg+sw ( 1 -tG) 
（＋〉 〈－〉
（低下〉 I ＋ 
す「くsTg+sw( 1 -tG) 
（ー〉 （＋〉
小論で検討した利潤税及び賃金税によるフイスカル・ポリシーは，政策変数
の変更とし、う方法で資本制経済の市場経済的分配過程における所得分配を改善
すべきこと，さらに所得再分配過程を通じて租税帰着理論的な支出と結びつけ
ることによって所得分配の修正策を考察するための lつの分析方法として役立
つことであると考える。
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